





























































































































































































































































































































































































全体 1000人以上 300－999人 100－299人 30－99人 ５－29人
13.8％ 93.3％ 73.1％ 53.0％ 28.7％ 10.1％
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１ヶ月を超え３ヶ月以下 33.6％ １年を超え３年以下 38.3％
３ヶ月を超え６ヶ月以下 27.1％ ６ヶ月を超え１年以下 18.8％
















































































































































154 早稲田商学第 428 号
がリストラの対象となったことは事実である。その乱暴な「派遣切り」は，有
期労働契約の途中解約であった可能性が高く，労働契約法17条にいう「やむを
得ない事由」を欠く，無効な解雇であったといえる場合が多かったであろう。
派遣会社と派遣先との労働者派遣契約の解除（派遣打切り）が直ちに「やむを
ない事由」には該当しないのである⒄。従って，「派遣切り」は，現行法にも
反するものであった。しかし，このような事態が起きたことが，製造業派遣を
禁止するに十分な立法事実であったとは即断できない。また，製造業派遣の禁
止が，派遣労働者の雇用安定に直結するかは疑問である。
⑸　登録型派遣の制限
　労働者派遣を派遣会社に常用される派遣労働者によってなされる特定労働者
派遣事業を中心とするためには，派遣会社が常時労働者派遣の需要見込みがあ
ることが前提となる。しかし，それがもっとも現実的な「もっぱら派遣」も規
制するのでは，派遣会社としては厳しい規制となろう。そもそも，これまで機
能してきた一般労働者派遣事業自体を制限しなければ解決できない問題がどこ
にあるのかが明らかとは思われない。
⑹　まとめ
　今回の改正案は，全体として，労働者派遣の機能する余地を縮減する効果を
持つことになる。この改正案は，労働者派遣の禁止が最終ゴールなのであろう
か。そうであれば，提案されている規制も理解できないわけではない。しかし，
ILO181号条約のもとでは，その法政策が許されるものではない。派遣労働者
の保護，企業における労働者派遣のニーズ，派遣会社のあり方などを総合的に
考慮して，適切な労働者派遣に対する法政策を構想すべきである。その具体的
な検討が本稿に続く作業となる。
─────────────────
⒄　例えば，プレミアライン（仮処分）事件・宇都宮地裁栃木支判平21・４・28労働判例982号５頁
参照。
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